
 

『Ｈ３０年度税制改正大綱（１） 所得控除・基礎控除の見直し』 
 

  自民・公明両党はこのほど、３０年度税制改正大綱を取りまとめた。今回から８週にわたって、その概

要を解説する予定。 

 個人所得課税の見直しについては具体的な方針が決定し、多様な働き方の拡大を受けて、どのような

所得にでも適用される基礎控除に、負担調整の比重を移していくこととなった。第一段階として、給与所

得控除・公的年金等控除を１０万円引き下げ、基礎控除を同額引き上げる。また、所得税の課税ベース

を大きく浸食し、課題となっている給与所得控除を見直すため、給与収入が８５０万円を超える場合は１

９５万円に引き下げる。ただし、２２歳以下または特別障害者控除の対象となる扶養親族等が同一生計

内にいる者には、負担増が生じないよう措置を講ずる。さらに、公的年金等控除については、世代内・世

代間の公平性を確保する観点から、公的年金等収入が１，０００万円を超える場合、控除額に１９５．５万

円の上限額を設けるほか、公的年金等収入以外の所得金額が１，０００万円超で１０万円、２，０００万円

超で２０万円、控除額を引き下げる。基礎控除においては、所得再分配機能を高める「逓減・消失型の所

得控除方式」を採用し、所得金額２，４００万円超から逓減し、２，５００万円超で消失する仕組みとなった。 

 

『中小企業の事業承継を集中支援 新経済政策パッケージ―政府』 
         

 政府はこのほど閣議決定した新しい経済政策パッケージに中小企業・小規模事業者等の生産性革

命を盛り込み、その一環として事業承継を集中支援する方針を示した。 

 それによると、２０２５年までに７０歳を超える中小企業・小規模事業者の経営者は約２４５万人に上り、う

ち約半数の１２７万人が後継者未定。これは日本企業全体の約３割に相当する。現状を放置し、廃業が

急増すると、１０年間の累計で約６５０万人の雇用、約２２兆円のＧＤＰが失われかねない。廃業企業の約

半数程度は生産性も高く黒字。今後１０年間程度を事業承継の集中実施期間として取り組みを強化す

る。具体的には▽早期・計画的な事業承継準備からその後の経営革新等への支援まで、Ｍ＆Ａの推進

強化を含めたシームレスな支援を行う▽事業承継税制に関し、将来の経営への過大な負担が生じ得る

猶予制度や、深刻な人手不足の中での雇用要件等が制度の活用を躊躇する要因になっているとの指

摘を踏まえ、抜本的な拡充を実現する。このほか▽下請け取引の適正化に向けた取り組みを拡大▽中

小企業等を支援する機関の機能を強化▽地域中核企業等を育成・支援。それを担い手に地域経済を

活性化▽地方創生を推進▽中小企業向けの特許料金を一律半減―する方針を明確にした。 
  

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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